


の内容を変更することがある点でも両者に間に差異は
ないから、有期契約労働者である原告らの職務の内容

（上記①）並びに当該職務の内容及び配置の変更の範
囲（上記®)は、無期契約労働者である正社員と同一

であると認められ、また職務の内容（上記①）に準す
るような事情の相違もないので、本件相違は、これを
正当と解すべき特段の事情のない限り、不合理なもの
との評価を免れないとされた例

（上記特段の事情の有無について）賃金コストの無
制限な増大を回避しつつ定年到達者の賃金を定年前か
ら引き下げることそれ自体には合理性が認められると
いうべきであるが、我が国の企業一般において、定年

退職後の継続雇用の際、職務の内容（上記①）並びに
当該職務の内容及び配置の変更の範囲（上記②）が全
く変わらないまま賃金だけを引き下げることが広く行
われているとか、そのような慣行が社会通念上相当な
ものとして広く受け入れられているといった事実を認
めるに足りる的確な証拠はないとされた例

原告らに対する賃金の引き下げは、超勤手当を考慮
しなくとも、年間64万6000円を大幅に上回る規模であ
ることは明らかであり、加えて正社員と異なり嘱託社
員の場合には、勤続しても基本賃金その他の賃金の額
に変動はなく、退職金が支給されることもない等の事
情に鑑みると、被告における定年後再雇用制度は、賃
金コスト圧縮の手段としての側面を有していると評価
されてもやむを得ないものというべきであり、被告に
おいて上記のような賃金コスト圧縮を行わなければな
らないような財務状況ないし経営状況に置かれていた
ことを認めるべき証拠はないこと等からすると，被告
においてその財務状況ないし経営状況上合理的と認め
られるような賃金コスト圧縮の必要性があったわけで
もない状況の下で、しかも、定年後再雇用者を定年前
と全く同じ立場で同じ業務に従事させつつ、その賃金
水準を新規採用の正社員よりも低く設定することによ
り、定年後再雇用制度を賃金コスト圧縮の手段として
用いることまでもが正当であると解することはできな
いとされた例

本件における事実関係のもとでは、本件有期労働契
約が、定年退職者との間で、高年齢者雇用安定法に基
づく高年齢者雇用確保措置として締結されたものであ
ったとの事実をもって、薗ちに前記特段の事情がある
と認めることはできないというべきとされた例
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被告の再属用制度が年金と雇用の接続という点にお
いて合理性を有していたものであったとしても、その
ことから直ちに、嘱託社員を正社員と同じ業務に従事
させながらその賃金水準だけを引き下げることに合理
性があるということにはならないとされた例

被告は、嘱託社員の労働条件について、本件組合と
の労使協議を重ね、その結果を踏まえて賃金水準の改
善を図り、決定してきたものであると主張するが、被
告と本件組合との間で、定年後再雇用者の賃金水準等
の労働条件に関する実質的かつ具休的な協議が行われ
たと認めるに足りる的確な証拠はなく、まして、被告
と本件組合とが定年後再雇用者の労働条件について合
意したことはないし、合意の形成に向けた交渉を行っ
ていたとも認められまこれらの事情に照らすと、被
告が本件組合の主張 ・ 意見を聞いて一定の労働条件の
改善を実施したことをもって、本件相遍を正当と解す
べき特段の事情のない限りの事情に当たるものとみる
ことはできないとされた例

本件において、嘱託社員と正社員との間に職務の内
容、当該載務の内容及び配筐の変更の範囲に全く違い
がないにもかかわらす、賃金の額に関する労働条件に
相違を設けることを正当と解すべき特段の事情は認め
られないとされた例

本件相違は、労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情に照らして不合理
なものであり、労働契約法20条に違反するというべき
であるとされた例

（労働契約法20条違反が認められる場合における原
告らの労働契約上の地位について）

本件有期労働契約の内容である賃金の定めは、労働
契約法20条に遍反するところ、同条は、単なる訓示規
定ではなく、民事的効力を有する規定であると解する
のが相当であり、同条に違反する労働条件の定めは、
その効力を有しないとされた例

被告就業規則の定めに従い、鵬託社員の労働条件の
うち無効である賃金の定めに関する部分については、
これに対応サる正社員就業規則その他の規定が適用さ
れることになるものとされた例

本件有期労働契約の内容である賃金の定めは、これ






























